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札幌市の少子化：人口学的特徴・社会経済的背景・政策的対応可能性  

 
 
抄録：従来の少子化研究は全国か首都圏を中心としたものが多く、特定地域を対象に少子化

の要因とメカニズム、社会・経済的影響、政策的対応と効果などを総合的に分析する試みは

殆ど行われて来なかった。そこで本稿では、札幌市の少子化の特徴と社会経済的要因、政策

的介入の可能性について考察した。主な知見は以下の通りである。 

（１）1974年以降の合計特殊出生率（女性が生涯に生む子供の数の指標）は全国・北海道・

東京都と並行して低下しており基本傾向は同じだが全国を１とした格差は2000年で北海道の

0.90に対し0.77と東京都の水準に接近しつつあり格差が拡大している。さらに他の大都市地

域とは異なり、低い有配偶率（独身者の結婚行動）のみではなく低い有配偶出生率（夫婦の

出生行動）の影響も大きく両者がほぼ均等に作用している点や、晩婚・晩産化によるキャッ

チアップ（先送りした結婚や出生を高年齢で実現）が働かない点で特異である。 

（２）男子の最終学歴（高卒以下）割合と第二次産業就業者割合の二要因を用い時系列回帰

分析とコンピュータ・シミュレーションを行い、1965 年から 2000 年までの合計特殊出生率

の動きがこの二要因のみで説明可能であることを示した。 

（３）他の要因として、女子離別割合や、性・年齢別人口移動率の影響は極めて限定的だが、

人工妊娠中絶率の影響は大きく、全国並みと仮定すれば札幌市の合計特殊出生率は 1.43 と、

全国値より高くなることがわかった。 

 
キーワード：出生力、家族政策、時系列回帰分析、コンピュータ・シミュレーション、地域

人口、札幌市 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

Fert il ity  Decline of  Sapporo： Demographic  Characterist ics ,  Socio-Economic Backgrounds 

and Possibilit ies of  Policy  Intervent ion 

 

 

Abstract:   

This  paper  focuses on  the low fer ti l i ty  of  Sapporo  and  considers  i ts  demographic features ,  

socioeconomic backgrounds and  possib ili t ies  of  po licy in tervention  to  th is  problem. 

The impor tan t f ind ings are as  fo llows. 

1)  The Total Fer ti l i ty  Rates  (TFR) in  Sapporo  shows almost same trend  with  to tal  Japan  s ince 1974, 

bu t the gap to national s tandard is  growing parallel  with  Tokyo to  more than  -20%. Factor analysis  

of  TFR indicates  the low mar ital  fer ti l i ty  and  the low propor tion  of  marr ied  women cause th is  lower  

fer ti l i ty level.  I t’s  un ique among the government-designated  major  cit ies  bo th  factors  have almost  

same weight and  the catch-up  effect realizing  postponed  marr iage and  b ir th  by  an  advanced  age 

does not work .   

2.  The computer  s imulations combined  with  t ime ser ies  regression  analysis  could  successfu lly  

reproduce the fer ti l i ty  decline from 1965 to  2000 by  using  multip les  f rom only  two factors  of  males ,  

the propor tion  of  h igh  school graduates  and  that of the industry  sector  labor  force.   

3.  As o ther  possib le factors ,  the h igh  propor tion  of  d ivorced  women, the imbalanced  sex-age 

specif ic migration  rates  and  the h igh  level of  abor tion  rate are examined .  The impact of  abor tion  on  

fer ti l i ty  is  no t neglig ib le,  accord ing  to  model calculation  with  the abor tion  rate in  national average,  

Sapporo 's  TFR is  set to  be 1 .43  i .e .  0 .08  h igher  than  Japanese s tandard value of  1 .35  in  2000. 

 

Keywords: fer ti l i ty,  family  policy,  t ime ser ies  regression  analysis ,  computer  s imulation ,  reg ional 

population ,  Sapporo 
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Ⅰ.研究の背景・目的 

 

従来の少子化研究は全国レベルか首都圏などを中

心としたものが多く、それ以外の特定地域を対象に、

少子化の要因とそのメカニズム、社会・経済的影響、

政策的対応とその効果などを総合的に分析する研究

はあまり行われて来なかった。とりわけ、「なぜ緑豊

かで広大な北海道、あるいは、その中心都市である札

幌市が、近年は東京都、京都府などと並び全国でも 1、

2 位を争う低出生力地域となってしまっているのか」

については、従来から不明な点も多く、沖縄県の高い

出生力と並び、研究者の間でも長年、疑問とされてき

た。 

そこで本稿では、筆者が2003年-2005年にかけ行っ

た研究（「北海道における少子化－地域出生力低下のシ

ステム・ダイナミックモデルの構築」文部科学省 科

学 研 究 費 補 助 金 - 基盤研究 (C)(2) 課 題番号

15530335）9)をもとに、札幌市の少子化の人口学的特

徴、その社会経済的要因を分析するとともに、政策的

介入の可能性について考察する。 

 

II 研究方法 

 

1.使用データ及び研究倫理面での配慮 

 本研究は、文部科学省科学研究費補助金-基盤研

究(C)(2) をベースに、札幌市子ども未来局からの要

請を受け行ったものであり、本研究には、主として、

総務省統計局の国勢調査結果 4)、都道府県基礎デ‐タ

ファイル 5)、市区町村基礎デ‐タファイル 6)及び厚生

労働省の人口動態統計 2)3)、また札幌市保健所統計 13)

など、一般に公表されたデータを使用し独自の加工・

分析を行った。また研究成果の報告等においても、研

究倫理面での問題が生じることのないように十分な

配慮を行った。 

 

2.社会経済要因に関する重回帰分析について 

北海道の少子化では、女子の 20 歳～34 歳までの初

婚率（初めて結婚した人の割合）や 30 歳以上の有配

偶出生率（結婚している人の出生率）が全国平均に比

べ極端に低く、これが全国との格差を生んでいること

が明らかとなっている（1）。このため少子化の社会経

済的背景の分析においても合計特殊出生率（女性が生

涯に産む子どもの数の指標）全体を扱うのではなく、

年齢別女子未婚初婚率（有配偶者を除き未婚者の数で

初めて結婚した人の数を割ったもの）と年齢別女子有

配偶出生率を従属変数に、都道府県別のクロスセッ

ション・デ‐タ（年次データ）を用いて、各々に影響

すると思われる社会経済要因を独立変数とする重回

帰分析を行った。 

 社会経済要因としては主に総務省統計局の都道府県

基礎デ‐タファイル 5)と市区町村基礎デ‐タファイ

ル 6)の年次デ‐タを利用し、先行研究を参考に（Ａ）

学歴（Ｂ）就業（Ｃ）経済（Ｄ）その他地域特性に関

わるものの４つのカテゴリ‐を考え、2000 年時点の

データを可能な限り取り入れた。ただし、総務省統計

局の基礎デ‐タファイルには多岐にわたる項目があ

り、またその加工は容易ではないため、分析対象とし

た変数は、比較対照が可能なように、過去の先行研究

で取り扱われているもののみに限定した。また東京都

と沖縄県についてはダミ‐変数を設定した。 

分析には SPSS による重回帰分析を用いたが、全変

数を対象にステップワイズ法により、有意性があり多

重共線性の低い要因への絞り込みを行った。分析結果

については、決定係数Ｒ２の大きさでモデルの当ては

まりの良さを、また偏回帰係数βで各変数の影響力の

大きさをみた。なお重回帰分析における投入変数の絞

り込み方法には、ステップワイズ法の他にも変数増加

法、変数減少法、順列組み合わせ法などがあるが、シ

ミュレーションモデルの構築には少数の主要な影響

要因に絞り込む必要があり、この方法を採用した（2）。 

 

3.コンピュータシミュレーションについて 

 本稿で紹介する社会経済要因の影響に関する時系

列シミュレーションの結果は、基盤研究(C)(2)で開発

したプロトタイプ・モデルによるものでプログラミン

グには Excel-VBA を使用した。 

 このモデルは0歳-4歳から85歳以上までの年齢５

歳階級別・性別人口をベースに、これらのコーホー

ト・センサス間の変動(同年に出生した人口ごとの、

二つの国勢調査年次間の変化）を推計するもので、具

体的には札幌市を中心に、道外他地域（北海道以外の

全国都府県）との転出入、道内他地域（札幌市以外の

北海道内の市区町村）との転出入、海外からの転入（転

出についてはデータの制約のため誤差に算入）、セン

サス間の死亡数、これらの要因では説明されない転出

入誤差を求め、次のセンサス年次の状態を算出する仕

組みとした。 

 また配偶関係は、15歳-19歳から45歳-49歳まで、

年齢５歳階級別、男女別に未婚・有配偶・離別・死別・

配偶関係不詳の各人口に分けたものをベースに、これ

らのコーホート・センサス間の変動を推計するもので

ある。 



  
 

 具体的には、基準コーホート・センサス間の初期値

から未婚初婚率・有配偶離別率・有配偶死別率・配偶

関係不詳率などを求め、これらをベースに、性・年齢

別人口のコーホート・センサス間の変動率による補正

を行い算出する形を取っている。 

 出生数は、15 歳-19 歳から 45 歳-49 歳での７つの

年齢５歳階級別女子人口に、同年齢階級別の女子有配

偶率と女子有配偶出生率を乗じて求める。 

 年齢５歳階級別女子有配偶率は上述の配偶関係の

計算から求められるが、このうち未婚初婚率には、社

会経済要因の影響を、基準年の値を１として指標化し

た、未婚初婚率倍数を掛け合わせ、シミュレーション

結果を操作する形を取っている。 

 また同様に同年齢階級別女子有配偶出生率にも、社

会経済要因の影響を指標化した有配偶出生率倍数を

掛け合わせ、シミュレーション結果を操作する構造と

なっている。このようにして求めた年齢５歳階級別女

子出生数を分子に、各年齢５歳階級別女子人口を分母

に、年齢別出生率を計算し、それらを合計することに

より合計特殊出生率を求める。 

 一方、この年齢５歳階級別女子出生数を合計したも

のを総出生数とし、これに出生性比（０歳児の男児と

女児の比率、通常 105 で男児が多い）と 0-4 歳人口と

の差を補正する 0-4 歳児補正率を乗じることにより、

男女別の 0-4 歳人口を算定する（3）。 

 

 

Ⅲ．研究の結果と考察 

 

1.札幌市の少子化の人口学的特徴 

 1974 年以降の合計特殊出生率の動きは、全国・北

海道・東京都・札幌市がほぼ並行した形で低下してお

り、札幌市の少子化は日本全体の傾向を反映したもの

であるといえよう（4）（図１a)10)11)12)13)14)15)。 

しかし全国を１とした場合の格差（地域の値÷全国

値）は、北海道全体が概ね 0.9 の水準で推移している

のに対し、札幌市は 2000 年時点で 0.77 と東京都の水

準 0.76 に接近しつつあり、全国との格差は年々拡大

している(図１b)。 

 合計特殊出生率は、各年齢別の出生率を足し合わせ

たものなので、2000 年国勢調査と人口動態統計の

データを用いて年齢別の出生率を算出し、全国や東京

都、13 大都市平均（５）などと比較する（図 2a)3)4)と、

札幌市の出生率は、(a)20～24 歳までは 13 大都市の

平均よりやや高いが、(b)25～29 歳では東京都より低

くなり、(c)30～34 歳、(d)35～39 歳では、他の政令

指定都市より明らかに低くなることがわかる。一般に 

大都市地域では若年齢で出生率が低下するが、その分、

晩婚化・晩産化による「キャッチアップ」効果から、

高年齢で出生率が高くなる傾向があるが、札幌市の場

合は、東京都を初め他の政令指定都市とは異なり、高

年齢になっても出生率が低いまま留まるという特徴

があることが確認できる。 

 

この年齢別出生率は、さらに夫婦が子どもを生ん

でいるかどうか示す「有配偶出生率」と、夫婦になっ

ている人の割合を示す「有配偶率」に分解することが

図１a 合計特殊出生率の推移 1960 年-2006 年 

図１b 全国との格差 1960 年-2006 年 

図 2a 年齢５歳階級別出生率 2000 年 



  
 

できる。 

札幌市の場合、夫婦の出生行動の指標である有配偶出

生率は、(a)25－29 歳で政令指定都市の平均より低く

なり、(b)30－34 歳以上では東京区部も含め政令指定

都市中、最低の値を示している（図２b）3)4)。 

 また結婚行動の指標である有配偶率の方も(a)25－

29 歳までは政令指定都市の平均よりわずかに高いも

のの、(b)(c)30－34 歳以上では政令指定都市の平均よ

り低く、逆にいえば離別・死別者も含めた独身者の割

合が高年齢で高いといえる（図２c）4)。 

 この傾向は、より直接的に独身者の結婚行動を示す、

女子の未婚初婚率（分子に初婚件数、分母に未婚者数）

でも確認でき、(a)25－29 歳では東京都と同水準で東

京区部を除き政令指定都市中、最低となり、(b)(c)30

－34 歳以上では東京区部も含め政令指定都市中、もっ

とも低い値となっている（図２d）3)4)。 

 実際、合計特殊出生率の全国との格差の要因分解を

行うと、北海道全体の場合は、もっぱら有配偶出生率

の低さ（夫婦の出生行動）によるものと解釈されるが、

札幌市の場合は、これに加え、他の大都市と同様に低

い有配偶率（独身者の結婚行動）の影響も大きく、両

者がほぼ均等に作用している点で特異である（図２e）
（６）。  

 

2.社会経済要因の影響 

2.1 都道府県別デ‐タによる重回帰分析の結果 

2000 年の都道府県別デ‐タを用いて、年齢別女子

未婚初婚率（未婚者の初婚傾向）と年齢別女子有配偶

出生率（既婚者の出生傾向）を従属変数に、各々に影

響すると思われる社会経済要因（過去の 20 余の先行

研究から抽出した 36 の変数）5)6)を独立変数（表１）

として重回帰分析を行なった。 

図 2b 年齢５歳階級別有配偶出生率 

図 2c 年齢５歳階級別女子有配偶率 

図 2d 年齢５歳階級別女子未婚初婚率 

図２e 合計特殊出生率の要因分解 2000 年 
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表１ 社会経済要因の分析：独立変数リスト 



  
 

この結果（表２）、女子未婚初婚率への影響は、35

歳未満の年齢層では、統計的に有意な社会経済要因は

比較的少数に限定され、しかも決定係数も 0.68 から

0.87 と当てはまりが良いことがわかった。また女子

有配偶出生率の場合も同様に 35 歳未満では影響力の

強い変数は比較的少数の社会経済要因に絞られるが、

決定係数は0.50から0.68と未婚初婚率の場合よりや

や落ちる。これに対し 35 歳以上では未婚初婚率と同

様、有意な要因が多くなりモデルが複雑になるが、決

定係数は 0.885、0.926 と未婚初婚率の場合より当て

はまりは良くなる。 

また女子未婚初婚率、女子有配偶出生率とも、ほ

ぼすべての年齢階層で、男子の学歴や産業就業構造に

関する変数が重要な社会・経済要因として作用してい

ることがうかがえる。 

2.2 時系列回帰によるシミュレーション 

そこで各年齢階層に共通して影響の大きかった男

子の最終学歴（高卒以下）割合と、男子の第二次産業

就業者割合の二つの要因に絞って、札幌市を対象に時

系列回帰分析を行った。 

まず、年齢別の女子未婚初婚率を従属変数に、男

子の最終学歴高卒以下割合と男子の第二次産業就業

者割合を独立変数とする時系列回帰結果は、観測数が

いずれも７と小さいが、30－34 歳以下の年齢階層では

補正済み R２も概ね 0.8 から 0.9 以上と高く統計的に

も有意性があるが、35 歳以上では当てはまりが低下

することがわかる。なお系列相関の有無をチェックす

る た め に ダ ー ビ ー ・ ワ ト ソ ン 統 計 量 （ Ｄ

Ｗ:Durbin-Watson 比）を計算したが、概ね２前後の

値となっており問題はなかった。 

 この結果を、より直感的に理解し易いように、実績

値、男子の最終学歴高卒以下割合、男子の第二次産業

就業者割合、両変数による回帰式から算出した推計値

（いずれも 1965-1970 年を初期値 1 とする倍数に変

換）で示したものを見ると（図３）、まず 15-19 歳で

は男子の第二次産業就業者割合が 1970 年-1975 年で

一時的に上昇する例外的な動きはあるものの、その他

は、いずれもよく似たトレンドを示しており、特に最

終学歴の方は女子未婚初婚率の動きに近似している。

20-24歳では女子未婚初婚率の1970-75年の一時的な

変動は再現できていないが、他の年次のトレンドは概

ね近似している。25-29 歳でも男子の第二次産業就業

者割合の動きがやや乖離しているものの、学歴データ

の当てはまりは極めて良い。30-34 歳では学歴データ

がやや乖離するものの、男子の第二次産業就業者割合

と女子未婚初婚率のトレンドのほぼ完全な一致が見

られる。35 歳以上については、女子未婚初婚率の変

動自体が大きくなるため、比較的単調に推移する就業

割合や学歴割合との相関が低下していることがわか

る。 

同様に、年齢別有配偶出生率を従属変数に、男子

の最終学歴高卒以下割合と男子の第二次産業就業者

割合を独立変数とする時系列回帰結果は、観測数がい

ずれも８と少ないが補正済み R２も概ね 0.7 から 0.9
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表 2 社会経済要因の分析結果 
註：決定係数はいずれも調整済み R2、**有意水準１％ 



  
 

以上と高く、統計的にも有意性がある。ただし、女子

20-24 歳と 45-49 歳は例外で、前者は補正済み決定係

数がマイナスとなるなど当てはまりが極めて悪い。ま

た後者も補正済み決定係数の値は極めて低い。ダービ

ン・ワトソン統計量（ＤＷ:Durbin-Watson 比）にも

かなりのばらつきが見られ、概ね 2 前後の値となって

いるが一部で1以下や2.5に近い値を示すケースも見

られる。 

この結果をより直感的な倍数の形で示すと（図４）、

まず 15-19 歳では、男子の第二次産業就業者割合も男

子の最終学歴高卒以下割合も、ともに低下傾向にある

ものの、両変数による回帰式からの推計値は、この年

齢の女子有配偶出生率の動きによく近似しているこ

とがわかる。同様のことは女子 20-24 歳（回帰分析結

果は良くないが）、女子 25-29 歳、女子 30-35 歳、女

子 35-39 歳、女子 40-44 歳にもいえる。例外は女子の

45-49 歳で、この年齢層では近年になるほど、女子有

配偶出生率の動きが不安定になっており、男子の第二

次産業就業者割合や最終学歴高卒以下割合といった

要因よりも、より年次変動の大きな要因の影響を受け

ていると考えられる。 

 このようにして得られた倍数をプロトタイプ・モデ

ルに組み込み、1965 年から 2000 年までの期間につい

て出生動向のシミュレーションを行った（図５）。 

まずシミュレーション期間中、両方の倍数を１で固

定するという操作を行い、未婚初婚率も有配偶出生率

もともに 1965 年の水準のまま変化しなかったと仮定

した場合を再現してみると、合計特殊出生率は 1965

年の 1.87 から 1970 年の 1.84、1975 年 1.77、1980

年の 1.76 まで緩やかに低下することがわかる。つま

り、仮に 1965 年以降、未婚初婚率や有配偶出生率の

変化がなかったとしても、札幌市の合計特殊出生率は

1980 年頃までは緩やかな低下傾向にあったといえる。

両要因以外の変化要因としては、過去の人口移動や未

婚初婚率の累積効果からコーホートに沿って有配偶

率が低下するといった効果が考えられる。 

次に未婚初婚率の影響のみを分離して観察するた

めに有配偶出生率倍数のみを１に留め、男子の第二次

産業就業者割合と男子の最終学歴高卒以下割合から

回帰式で合成した未婚初婚率倍数のみを用いてシ

ミュレーションすると（図中の黄色「未婚初婚率倍数

のみ」）、1965 年から 1980 年までは実際の合計特殊出

生率の動きを非常によく再現することがわかる。ただ

し、この場合、1985 年以降の低下は実際の値より急

である。 

これに対し、未婚初婚率倍数のみを１に留め、回

帰式で合成した有配偶出生率倍数のみを用いてシ

ミュレーションすると（図中の朱色「有配偶出生率倍

数のみ」）、1985 年までは両倍数を１で固定場合とほ

ぼ同じ動きを示すが、1990 年からは上昇に転じ、2000

年の水準は 1.96 と、実績値の 1.07 や、両倍数＝１の

1.76 よりも高くなることがわかる。 

 最後に、未婚初婚率と有配偶出生率の両方に回帰式

で合成した倍数を用いた場合（図中の青緑色「両倍数

とも推計値」）をみると、1965 年から 1980 年までは、

実際の合計特殊出生率に非常によく近似しているこ

とが確認できる。これは、すでに見たように未婚初婚

率倍数が実際の動きをよく再現しているためである。

これに対して 1985 年と 1990 年は推計値の方が低く、

この乖離は未婚初婚率倍数のみを使った場合の方が

大きい。これは、この間の有配偶出生率倍数の効果が

実際の動きより、なお弱いためであると思われる。こ

れに対し1995年から2000年にかけては実際の動きが

よく再現されており、有配偶出生率倍数の効果が効い

ているといえよう。 

 このように両倍数による推計値を用いたシミュ

レーション結果は、1965 年から 2000 年にかけての、

札幌市の合計特殊出生率の動向を全体としてよく再

現しており、1965 年以降の札幌市の出生力低下は、

主として女子未婚初婚率の低下と、その結果としての

女子有配偶率の低下を反映したものであり、これに対

し女子の有配偶出生率自体は 1980 年以降、むしろプ

ラスに作用していたと解釈できる。 

 また、このプロタイプ・モデルには、社会経済要因

として男子の第二次産業就業者割合と男子の最終学

歴高卒以下割合の二つの変動要因しか組み込まれて

いないが、シミュレーション結果をみる限り、この２

変数で、女子未婚初婚率と女子の有配偶出生率の両方

の動きを十分に説明しうることがわかる。 

 図５ シミュレーション結果の比較 
 



  
 

3.その他の要因 

3.1 高い離別率 

 北海道は沖縄県と並び離婚率が高いことで知られ

ており、このため人口に占める離別者の割合も高く、

これが出生力に与える影響が懸念される（図６a)。そ

こで、この効果を見るために、仮に離別人口の割合が

全国平均と同じレベルまで低下し、その減少分がすべ

て有配偶人口に置き換わるとした場合に、合計特殊出

生率がどうなるかを計算した。この結果、仮に札幌市

の年齢別女子離別割合が全国平均並みであったとし

ても、2000 年の TFR（1.07）は 1.08 にしかならず、

この要因の影響は極めて限定されたものであること

がわかった(図６b)。これは離別人口の割合が高まる

のは比較的高年齢となってからであり、出生力の高い

25歳から34歳までの年齢層への影響はそれほど強く

ないためであると考えられる(図６c)。 

3.2 高い人工妊娠中絶率 

 北海道・札幌市の人工妊娠中絶率は、全国平均や東

京都の値に比べ極めて高いことが知られており、低出

生力状態にあるという事は、当然、この高い人工妊娠

中絶率が出生抑制手段として働いていると考えられ

る（図７a)。そこで、この効果を見るために、人工妊

娠中絶率が全国平均と同レベルまで下がり、下がった

分（全国平均との差）だけ出生数が増加する（事前に

適切な避妊が行われることにより妊娠出産が回避さ

れる可能性は考慮していない点に注意！）として、そ

の場合の合計特殊出生率を計算した(図７b）。 

 この結果、人工妊娠中絶率が全国平均並みと仮定す

ると札幌市の2000年の合計特殊出生率は1.43となり、

全国値の 1.35 より 0.08 高くなることがわかった。ま

た、これを年齢別にみると、25-29 歳、30-34 歳に関

しては中絶率が全国平均並みと仮定しても、年齢別出

生率は全国値より低いままであり、これに対し低年齢

と高年齢では人工妊娠中絶率の影響が大きいことが

わかった。 

図６a 女子の年齢別離別人口割合 

 

図６b シミュレーション結果（合計特殊出生率） 

 

図６c シミュレーション結果（年齢別出生率） 

 

図７a 年齢別人工妊娠中絶率の比較 

図７b シミュレーション結果（年齢別出生率） 



  
 

3.3 人口移動率  

 札幌市のような大都市地域では市内外との人口移

動が年齢構造に影響し、これが間接的に地域の出生数

や少子高齢化に作用する可能性が考えられる。そこで

1995 年-2000 年のコーホート変化率を計算し全国と

札幌市で比較した。 

 日本の場合、海外との人の出入りは無視できるくら

い少ないため全国のコーホート変化率は年齢別の死

亡率を反映していると考えて良く、また札幌市と全国

で年齢別死亡率に大きな相違がないと仮定すれば、両

者の相違は、札幌市の人口の純移動率の大きさを反映

していると解釈できる。 

 計算結果（図８）をみると、札幌市は男女とも進学

年齢で転入超過となり、この若年人口の流入が年齢構

造を若返らせる効果を持つが、その後は、男子の就業

移動や女子の出産・子育て期の移動で、この超過分が

流出してしまい、十分、市内に定着していないことが

わかる。 

 これに対し、高年齢では男女とも流入超過であり市

内に戻って来る傾向が強く、この動きが年齢構造の高

齢化に強く作用しているといえる。 

ちなみに地域の出生数への影響について試算して

みたが、コーホート変化率が全国と同じと仮定（純移

動率＝0）し、その分、出生年齢の女子人口が増えた

とすると、2000 年の出生数は 15347 人から 98 人

（0.63％）増加することがわかった。 

 

4.政策的対応の可能性 

合計特殊出生率の時系列的な変化は、札幌市にお

ける少子化が、わが国全体の少子化傾向に沿って起き

ており、その意味では決して例外的なものではなく、

また基本的な原因・背景が全国と共通するものである

可能性を強く示している。実際、都道府県データを用

いた重回帰分析の結果からも、合計特殊出生率の地域

間格差が、男子の最終学歴や産業・就業構造など比較

的少数の社会経済要因で十分説明されることがわ

かった。 

とりわけ、札幌市についての時系列回帰分析と、

これを用いたシミュレーション結果は、札幌市におけ

る少子化の進行が、男子の最終学歴（高卒以下割合）

と男子の第二次産業就業割合の二つの要因の変化か

ら推計しうることを示しており、近年における、全国

の出生力水準との格差拡大傾向も、恐らく、これらの

要因に沿って発生しているものと思われる。 

これら二つの要因がミクロレベルでどのように少

子化と結びつくのかについて、現段階では推測の域を

出ないが、一般的に学校教育を受けている間は家族形

成に意識が向かないことが知られおり、この点から男

子の最終学歴が高卒以下で終わった場合の方が家族

形成への心理的準備がライフサイクルの早い時点で

整い易いと考えられる。また製造業、建設業、鉱工業

などの第二次産業就業者の場合、職場が親元から離れ

た場所となる可能性が高く離家のタイミングが早く

なり、親から自立し家族形成に向かう可能性が高まる

ものと思われる。さらにバブル経済崩壊後、サービス

産業を中心に急速に進行した若年雇用の不安定化な

どを考慮すれば、第二次産業の方が雇用の安定性とい

う点では相対的に有利であるともいえよう。 

 このように考えると札幌市における少子化の進

行や全国との格差は、基本的に、この都市が持つ「学

術・サービス産業都市」的特性、すなわち学校・大学

が多いという文化的側面と、製造業などの第２次産業

部門が弱く、サービス産業中心の産業構造となってい

るという２つの特性によるものと思われる。 

 この点については、家族形成に関わるライフサイ

クルを、高学歴化と経済のサービス化に対応しうる形

に大きく変えるような、国家レベルでの取り組みが行

われない限り、出生力の低下や格差の拡大は止まらな

図８a 男子のコーホート変化率（1995-2000） 

図８b 女子のコーホート変化率（1995-2000） 



  
 

いであろう。従って、一政令指定都市としての札幌市

にとって、この問題への対応は容易ではないが、若年

雇用の推進や安定化、サービス産業との連携を生かし

た製造業分野の開発・強化など、家族政策よりは、む

しろ経済産業政策的な施策を、強力に推進することが

必要であると思われる。 

 その他、少子化に影響しうる要因として、まず高

い離別割合を検討したが、これが出生力に直接作用し

ている可能性は少ないことがわかった。しかし離別が

子育てに与える影響については不明であるし、産まれ

た子どもを大切に育てるという観点からも、札幌市の

高い離別割合に対応した、単親世帯への支援・工夫も

検討すべき重要な政策課題であるといえよう。 

また札幌市の高い人工妊娠中絶率は、処置可能な医

療機関の一極集中や届出上の問題などの事情がある

とは思われるが、統計的にみる限り明らかに出生力水

準に影響しており、より詳しい実態調査が必要である。

無論、人工妊娠中絶率の減少分がそのまま出生力の上

昇に繋がるとは限らないが、人工妊娠中絶は性病感染

などとともに、不妊となるリスクを高めるものであり、

また男女のパートナーシップの不平等性の指標でも

あるので、少子化対策はもとよりリプロダクティブ・

ヘルスという観点からも早急な政策的対応が求めら

れる。 

最後に、人口移動が地域の出生数に与える直接的影

響は限られているが、男子の就業移動や女子の出産・

子育て期の移動を通じ、進学年齢時の超過分が流出し

てしまい、十分、市内に定着していない傾向があり、

また逆に高年齢では男女とも流入超過で市内に戻っ

て来る傾向が強く、このような人の流れが人口構造全

体の高齢化を加速していると考えられる。政策的に婚

姻率や出生率そのものを上昇させることは容易では

ないが、就業機会の増加や、男女がともに働き・子ど

もを育て易いような生活環境の整備・支援を進めるこ

とで、家族形成期の人口の定着率を高め、この層をよ

り厚くすることで、市の年齢構造を相対的に若く保つ

ことは十分可能であり、間接的ではあるが極めて有効

な少子化対策となると思われる。 

 

IⅤ．今後の課題 

 

 本稿では、札幌市の少子化の人口学的特徴と社会経

済的要因を分析するとともに政策的介入の可能性に

ついて考察した。 

 札幌市の少子化の人口学的特徴として、東京都を初

め他の政令指定都市とは異なり、晩婚化・晩産化によ

る「キャッチアップ」効果が弱く、高年齢になっても

出生率が低いままに留まるという特徴が確認できた。

しかし、これは 2000 年時点のデータによるものであ

り、その後、2005 年時点も同様の特徴が見られるか

どうか、現在、確認作業をおこなっている。 

 また本稿では、主として都道府県データをベースに

人口学的特徴の抽出を行ったが、政令指定都市の一つ

としての札幌市という視点に立った分析、とりわけ、

第二次産業の強い川崎市や横浜市、また女子の高学歴

化が進んだ京都市など、現在、他の政令指定都市との

比較研究を進めているところである。 

 さらに本稿で確認された男子の最終学歴（高卒以下

割合）と男子の第二次産業就業割合の二つの社会経済

要因については、全国、北海道、他の政令指定都市へ

とモデルの適用範囲を拡大しテストすると同時に、こ

れら二つの要因がミクロレベルで、どのように少子化

と結びついているのかについて、別途、調査分析を進

めたいと考えている。 

 また政令指定都市レベルでの、少子化への政策的対

応可能性については単に人口学的な分析に留まらず、

今後、厚生労働省を初め、各種行政機関、また札幌市

は元より他の政令指定都市などが実施した、国民や住

民に関する意識調査の結果なども踏まえ、実効性のあ

る対策を提案して行きたい。 
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註 

(1)北海道全体の少子化の人口学的特徴については原

（2004）7)を参照のこと。 

(2）ステップワイズ法とは、どの変数も入っていない

状態からスタートし、変数を順番に 1つずつ追加して

回帰係数の検定のためのＦ値を計算し，これが指定さ



  
 

れたＦ値より大きく，かつその変数を採用することに

よって多重共線性が生じないならば，その変数を取り

こんで次のステップに進む、というプロセスを通じ変

数を取捨選択する方式をいう。早い時期に棄却した変

数は復活しないため、すべての組み合わせを網羅する

訳ではなく、有意な変数が脱落する可能性もある。他

の分析方法も試してみたが重要な少数の変数に絞り

込む効果は高い（その分、他の手法より決定係数が低

くなる傾向がある）。なお、ここで行っている社会経

済要因の重回帰分析の詳細については原（2005）8)を

参照のこと。 

(3）シミュレーションモデルの詳細については、原

（2007）9)の基盤研究(C)(2) 研究成果報告書を参照

のこと。 

(4）データの出典：全国と北海道は 1960 年から 2005

年まで北海道（2000）10)、東京都は 1960 年から 2001

年まで東京都健康局（2003）11)、2002 年から 2006 年

までは東京都福祉保健局（2007）12)、札幌市は

1960,1965,1970,1975-2005 年まで札幌市保健所

（2007）13)。また 2006 年の全国、北海道、東京都は、

厚生労働省大臣官房統計情報部（2000）14)、札幌市は、

札幌市こども未来局（2007）15)による。なお、格差は、

各年次の全国値で、各地域の合計特殊出生率を除し、

全国値１に対する倍率として計算した。 

(5)ここでいう 13 大都市平均は各政令指定都市の数

値（東京は東京区部）を合算して政令指定都市全体を

一つとして算出したものであり、個々の数値の平均で

はない。なお、政令指定都市の範囲は 2000 年国勢調

査時のものであり、さいたま市、千葉市、静岡市は含

まない。 

(6)図２の数値は、いずれも平成 12 年人口動態統計 

及び 平成 12 年国勢調査より算出。分母には日本人人

口を用いた。なお 45 歳以上は 40-44 歳に合算。全国

値を１とした場合の格差＝各地域の値÷全国値。要因

分解の方法は(岡崎 1993：42-43)1)による。 
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